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項目 内容

1 年齢構成
被保険者数 205,163人 年少人口 8.4%[全国 7.4%]

生産年齢人口 53.5%[全国 53.7%]
高齢人口 38.1%[全国 38.9%]

2 医療費
一人当たり医療費（療養諸費ベース） 419,780円[全国 349,697円] ⇒全国 5位
地域差指数 1.201[全国 1.000] ⇒全国 1位
疾病分類別医療費 全国に比べ、「精神及び行動障害」が多い

3 世帯の
所得状況

668千円[全国 844千円（対全国比 0.79倍）]
※低所得者（保険税軽減）の割合 57.8%（医療分及び後期高齢者支援金分）

4 保険税水準 一人当たり保険税調定額 99,913円[全国 92,124円（対全国比 1.08倍）]
※県内市町の状況 最高 121,693円（白石町） 最低 73,327円（有田町）

5 保険税収納率 （現年分・27年度） 94.97% [全国 91.45%]
全市町が全国平均以上 最高 97.35%（太良町） 最低 91.79%（嬉野市）

6 国保財政の
状況

収支状況（27年度）収支 △62.5億円（黒字合計4.6億円 赤字合計67.1億円）
※一人当たり赤字額 3万4千円[全国 3千円（対全国比 11.3倍）]

単年度収支（27年度） 赤字団体 13団体（赤字合計14.1億円）

7 将来の国保財
政の見通し

1

（参考①-１）費用及び財政の見通し

H27 H32 H37
被保険者数 204,877人 187,994人 173,681人
医療費総額 858億円 900億円 927億円
一人当たり医療費 41.9万円 47.9万円 53.3万円
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（参考①-２）国保財政の現状（平成29年度予算ベース）
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（参考①-３）国保財政の現状（平成30年度以降）
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（参考①-４）市町村国保の収支状況（全国）
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（ア）都道府県標準保険税率
… 全国一律の算定方法によるもの

都道府県間比較

標準保険税率の種類

（イ）市町村標準保険税率
… 県内一律の算定方法によるもの

（算定方式、賦課割合、予定収納率）

県内市町間比較

 賦課割合は「応能：応益＝β：１」、応益分については「均等割：平等割＝６：４」とする（医療分、「β＝佐
賀県」を用いる）

 予定収納率は被保険者数による規模を問わず、一律「９４％」とする

（ウ）各市町村の算定基準に基づく標準保険税率
… 各市町の算定方法によるもの

（算定方式、賦課割合、予定収納率）

各市町の
税率設定

※税率設定時の参考

 賦課割合は各市町の実際の数値を用いる

 予定収納率は収納率実績を用いる（ただし、市町の申出によることも可能とし、その申出収納率の下限は収納率

実績又は収納率目標のいずれか低い方とする）

（参考②-１）３つの標準保険税率について



市町の納付金の額＝（県での必要総額）×｛α・（年齢調整後の医療費指数－１）＋１｝

×｛β・（所得（応能）のシェア）＋（人数（応益）のシェア）｝／（１＋β）

× γ

＋ 地方単独事業の減額調整分

＋ 財政安定化基金の返済分 等

※1 αは医療費指数をどの程度反映させるかを調整する係数（０≦α≦１）
α＝１の時、医療費水準を納付金額に全て反映。
α＝０の時、医療費水準を納付金額に全く反映させない（県内統一の保険税水準）。

→ 運営方針記載のとおり、「α＝１」で納付金を算定する。

※2 βは所得のシェアをどの程度反映させるかを調整する係数であり、県の所得水準に応じて設定することが原則。

→ 運営方針記載のとおり、「β＝佐賀県（国が示す所得係数）」で納付金を算定する。
（参考：β＝0.8207917326913 （仮係数、佐賀県の医療分））

※3 県で保険税率を一本化する場合に、例外的に、収納率の多寡で保険税率が変化しないよう収納率の調整を行う
ことも可能とする仕組みとする。

※4 γは市町の納付金額の総額を県の必要総額に合わせるための調整係数

※5 後期高齢者支援金、介護納付金に係る費用については別途所得調整を行う算式により計算した後に納付金額に
加算することとする。

納付金算定の仕組みを数式にした場合のイメージ

（参考②-２）医療費に係る納付金の計算方法（案）
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（参考②-３）普通調整交付金による調整の仕組み（イメージ）



県内一律の算定方式に基づく市町標準保険税率を算定する際に用いる標準的
な収納率は県内一律94％とする。
（理由）
一律の収納率を用いることで、収納率の違いによる影響を除いた市町比較を可能とする。

県内一律の算定方式に基づく市町標準保険税率を算定する際に用いる標準的
な収納率は県内一律94％とする。
（理由）
一律の収納率を用いることで、収納率の違いによる影響を除いた市町比較を可能とする。

保険税で賄う
必要のある
金額（ａ）

標準的な収納率
（予定収納率）

（ａ）を確保
するための
必要賦課額

備 考

Ｘ市 ２０億円
９４％ ２１．２８

億円 ―

９３％ ２１．５１
億円

収納率９４％との比較上、必要賦課額
の増加に伴い、税率（額）が上昇。

主に医療費に連動

（参考②-４）市町標準保険税率（県内一律の算定方式に基づくもの）

税率（額）が高い市町 保険税で賄う必要のある金額（一人あたり
医療費等）が高い市町

○市町比較による見える化のイメージ

※実際の税率（額）は、収納率の違いや法定外繰入の有無により上記の関係は成り立たないことがある。
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○収納率と必要賦課額の関係

見える化



自然増
（保険給付費１人あたり額の伸び等）

激変緩和の
対象となる部分

Ⅱ.法定外一般会計繰入分等

Ⅰ.保険税調定額
（軽減前）

Ⅲ.各市町個別要因
（前年度繰越金決算額等）

各市町が本来賦課すべき
1 人 あ た り 保 険 税 額

（平成28年度決算ベース）

標準保険税率の算定に
必 要 な 保 険 税 総 額
（平成30年度推計）

保険税調定額
（軽減前）

各市町が賦課している
1 人 あ た り 保 険 税 額

（平成28年度決算ベース）

本来賦課すべき額と
実際の調定額（軽減
前）との乖離

激変緩和の考え方激変緩和の考え方

実際の税率と標準保
険税率における乖離
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一定
割合

（参考②-５）実際の保険税額と本来賦課すべき保険税額の違い

（理論値①） （理論値②）

本来賦課すべき
額と標準税率に
おける必要額の
乖離

同一年度に
おける比較 理論値比較



○平成30年度からの公費拡充（1,700億円規模）のうち、300億円は激変緩和措置の財源として交付される。
※予算額は徐々に減少。減少相当額の取扱いは、政令上、普調と特調の配分について７︓２が原則とされて
いることも踏まえつつ、改⾰の円滑な施⾏の観点も含め検討
（「財政調整機能の強化」の総額（800億円程度）は将来にわたり維持される予定）

１．暫定措置（全国ベース３００億円）による激変緩和措置

○県繰⼊⾦により、市町ごとの状況に応じてきめ細やかな激変緩和措置を講じることが可能な仕組みを設ける。

２．都道府県繰⼊⾦によるきめ細やかな激変緩和措置の仕組みを構築

○ 平成30年度に、国から財政改善効果を伴う追加公費の投⼊(1,700億円規模)が⾏われるため、⼀般的に
は保険税の伸びは抑制・軽減される。

○ しかし、国保の財政運営の仕組みが変わる（納付⾦⽅式の導⼊等）ことに伴い、⼀部の市町では被保険者
の保険税負担が上昇する可能性がある。
※ただし、決算補填目的等のための法定外⼀般会計繰⼊を削減したこと等による激変は対象外

激変緩和措置︓被保険者の保険税負担が急激に増加することを回避するための措置

○「２．県繰⼊⾦による激変緩和措置」によって、対象とならない他市町の納付⾦額に大きな影響が出ないよう、
平成30〜35年度は、予め激変緩和⽤に積⽴てる特例基⾦を計画的に県特別会計に繰り⼊れ調整する。

３．特例基⾦からの繰⼊れにより激変緩和措置の影響を調整

（参考②-６）佐賀県における三段階の激変緩和措置

三段階の激変緩和措置三段階の激変緩和措置
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① 特定健診・特定保健指導の強化
受診率向上のため、医療機関に通院中である被保険者

（対象者）の検査データの活用を検討中。

② 重複服薬者等対策事業の実施（→次頁）
県が一括して全市町分のデータ分析を実施し、効果的・
効率的に市町の取組を支援を行うことで、医療費適正化の
即効性の効果を目指す。

③ 各市町の取組の支援及び環境整備
保険者努力支援制度において、各市町の好事例を横展開
するとともに、県繰入金２号分について、各市町の実情に
応じた取組が実施可能なメニューへの見直しを協議中。 11

（参考③－１）県と市町による医療費適正化の主な取組
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（参考③－２）重複服薬者等対策事業について

20市町のデータ分析・マニュアル作成

分析データ（重複服薬者等リスト）・マニュアルに基づく対策事業
⇒対象者へのハガキ・電話勧奨・訪問等を実施。

県医師会・県薬剤師会等
関係者の協⼒

①重複服薬者等リストの作成
②県内統一のルール・マニュアル作成

分析データ・
マニュアルの提供

重複服薬者等の減少 医療費の適正化・命に関わる服⽤の防⽌

【佐賀県】平成29年度（９⽉補正）事業 （期間︓平成29年10⽉〜平成30年3⽉）

 医療費適正化の即効性・直接的な効果 ⇒ 重複服薬者等の減少による調剤費等の減少

 広域化（県単位化）によるスケールメリット ⇒ 集約実施による事務の効率化
 保険者努⼒⽀援制度の評価点へ反映 ⇒ 平成29年度・30年度は全市町実施

見込まれる効果・成果

事業イメージ



○これまでの協議により共通化・統一化することが決まっているもの
（一部条例事項有）

被保険者証様式

・様式を統一（国様式の改正に合わせて実施）
＜ 被保険者証 ＞

◆70歳未満用 ◆70歳以上用（高齢受給者証と一体化）

葬祭費支給額 ・支給額を3万円に統一（条例事項）
※現行 1万5千円 ～ 3万円

その他
・一部負担金減免基準 ・児童福祉施設入所者資格適用除外規定
・遡及加入時給付制限基準 ・医療費通知内容
・後発医薬品差額通知内容
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（参考④-１）広域的及び効率的な運営の推進に向けた取組
〇新制度への移行に向け、一昨年度から県及び市町、国保連による実務者会議、
担当者会議において、広域化（県単位化）を見据えた保険者事務の共通化・統一
化、集約化を協議。

〇新制度移行後においても、現在継続協議中の案件も含め、関係者間での協議を進
め、事務の効率化を図る。

※イメージ ※イメージ
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○これまでの協議により県国保連合会で集約実施する予定となっているもの

レセプト点検事務
（2次点検）

・資格点検
・内容点検 ※柔整2次点検も実施

柔道整復師療養費
患者調査等

・患者調査（対象者：多部位〈3部位以上〉かつ施術日数が月5日以上
3月を超える長期継続〈4月目以降〉 など）

・患者啓発（対象者：施術日数が月5日以上14日以内）

○継続協議中のもの

保険税減免取扱要綱 ・減免基準（対象者、割合等）の統一

高額療養費申請事務 ・勧奨通知事務の集約実施
・一部負担金支払確認の方法（領収書の添付の有無）の統一 等

医療機関の
検査データの活用

・現在一部の市町が実施している取組を県国保連合会よる県単位の
取組とするもの

（参考④-２）広域的及び効率的な運営の推進に向けた取組
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（参考⑤）納付金及び標準保険税率等算定スケジュール

平成29年8月 平成29年度納付金等第3回試算

【第3回試算結果】⇒ 平成30年度納付金算定に向けてまだまだ精査が必要

所得、被保険者数等の推計に課題があり、標準保険税率どおりに賦課しても、必要な税が確保できない可能性

⇒県・市町・国保連合会による所得・被保険者数等の推計方法の精査を実施

◎ 標準保険税率の精度を高める佐賀県独自の取り組み

平成29年10月～11月 平成30年度納付金等仮係数による算定の提示

10/19 国から県へ仮係数の提示

10/25 市町から県へ市町村基礎ファイルの提出

11月上旬 県から市町へ平成30年度納付金等仮係数による算定結果の提示

⇒提示された算定結果を参考に、市町の保険税率を検討

11月中旬 平成30年度納付金等仮係数による算定結果の公表

平成30年1月 平成30年度納付金等確定係数による算定の提示

1月 県から市町へ平成30年度納付金等確定係数による算定結果の提示

⇒提示された算定結果を参考に、市町の保険税率を決定

平成30年3月 平成30年度国保会計予算及び保険税率の議会上程
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（参考⑥）公費の拡充について

３００

３００

１００

１００

５００

３００


